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POLICY BRIEF

国内の AMRに関する危機管理及びサーベイランスシステム
の構築

エグゼクティブサマリー

•	 薬剤耐性菌や抗菌薬使用状況に関するサーベイランスは治療方針を決定する情報を提供し、抗菌薬不適切な使用を減らす可能性
がある。

•	 日本では厚生労働省の院内感染対策サーベイランス（JANIS）と感染症発生動向調査（NESID）により院内感染症を監視してい
るが、診療所や介護福祉施設を含む病院以外のサーベイランスは不十分であり、また、JANIS と NESID の情報は繋がっていない。

•	 薬剤耐性菌感染症のアウトブレイクなどの感染症の危機管理は、各医療機関の人や情報などの資源に依存している。
•	 特にサーベイランスを実施していない施設では、AMR関連サーベイランスシステムの導入・維持のために十分な予算が必要で
ある。

緒言

　薬剤耐性のサーベイランスにはハイリスク患者の特定、抗菌薬適正使用支援、アウトブレイクの検出が含まれる。サーベイラン
スは薬剤耐性のパターンを特定することを可能にする、抗菌薬の不必要な使用を制限する上で有用な情報である。
　感染症サーベイランスは、データの収集→報告→分析→対応→評価のサイクル（サーベイランスループ）で行われる。これは単
なる「情報収集」ではなく「感染症を探知する情報収集から、早期に何らかの対応を講じる一連のサイクル」という概念である1。
病院で薬剤耐性菌感染症発生が疑われた場合、検査室での迅速検査と感受性検査で薬剤耐性菌を特定することになる。次に厚生労
働省の院内感染対策サーベイランス（JANIS）などのサーベイランスシステムにそのデータを報告し、分析後、情報公開をする3。
これらの情報を医療従事者が活用することで抗菌薬適正使用支援の強化につながる。また、サーベイランスのデータを薬剤耐性指
数（Drug Resistance Index）や Defined Daily Dose(DDD)* などの共通指数を使用することで各医療機関や他国との比較が可能と
なっている3。
　危機管理とは政府や関係機関が薬剤耐性菌の発生に対処するための体系的なプロセスを指す。日本における危機管理体制につい
て、院内アウトブレイク発生時は主に感染対策チーム（ICT）と抗菌薬適正使用支援チーム（AST）が担当し4、大規模アウトブレ
イク発生時は病院と保健所が連携を密にし、必要に応じて国の対策本部を設置することが規定されている。感染症アウトブレイク
時の対応は「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下、感染症法）」で定められており、当該感 S症の感
染力や重症度に応じてその対応方針は異なる5。

* Defined Daily Dose（DDD）：世界保健機関が定める医薬品の主な適応症に対する成人の 1日仮想平均維持量
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日本における問題点

　現在、日本の AMR関連の公的なサーベイランスとしては厚生労働省院内感染対策サーベイランス（JANIS）と感染症発生動向
調査（NESID）の２つがある。
　2000 年に検査部門が設立された JANIS は、AMRサーベイランスのためのデータを各病院内の微生物検査室から収集している2。
収集された微生物データを分析し、医療機関における主要な細菌又は薬剤耐性菌の分離状況を公開されている。また、都道府県別
の情報を公開しており、地域間比較が可能である。しかしながら、JANIS は病院のみを対象としているため、原則として診療所や
介護福祉施設のデータは収集されていない。2020 年 1 月現在、JANIS には 2,358 の医療機関が参加している6。また、厚生労働省
は 2020 年度予算案として JANIS による AMRサーベイランスに 8,200 万円を充てる方針を示している7。
　感染症発生動向調査（NESID）は 1999 年から施行された感染症法に基づいたサーベイランスを実施している。薬剤耐性菌感染
症として７疾患が感染症法の五類感染症に分類されている。このうち、４疾患（カルバペネム耐性腸内細菌科感染症、バンコマイ
シン耐性黄色ブドウ球菌感染症、バンコマイシン耐性腸球菌感染症、薬剤耐性アシネトバクター感染症）は全ての医師が、3疾患（ペ
ニシリン耐性肺炎球菌感染症、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症、薬剤耐性緑膿菌感染症）は約 500 の指定届出機関の管理者
が届出を義務付けられている8。
　JANIS や NESID は特定の薬剤耐性菌を対象としたサーベイランスを実施しているが、薬剤耐性結核菌、フルオロキノロン耐性
サルモネラ菌、ST合剤耐性赤痢菌などは対象外9となっているため、これらのサーベイランスの対象外である薬剤耐性菌によるア
ウトブレイク時に利用できる情報は限られる。さらに、JANIS と NESID の情報はリンクしておらず、抗菌薬の投与歴などの患者
情報も含まれていない。したがって、薬剤耐性菌によるアウトブレイク発生時に迅速な対応をするためには、網羅的な耐性菌情報
の収集やサーベイランスシステム間の統合、患者データとの連結が求められており、現状の体制で適切な対応は困難である。
日本感染症学会、日本化学療法学会、日本臨床微生物学会の合同事業である三学会合同抗菌薬感受性サーベイランスでは呼吸器感
染症、泌尿器感染症（尿道炎、単純性膀胱炎など）から分離された原因菌と抗菌薬の感受性を測定し、患者情報とともに、2006
年から経年的に収集している10。
　さらにワンヘルスアプローチの観点では、農林水産省が実施する動物由来薬剤耐性菌モニタリング (JVARM：Japanese 
Veterinary Antimicrobial Resistance Monitoring System) と動物医薬品検査所 (National Veterinary Assay Laboratory) が実施す
る食用動物における AMRサーベイランスも行なっている8。
　厚生労働科学研究費補助事業として 2015 年に立ち上げられた抗菌薬使用動向調査システム（JACS）は信頼性の高い抗菌薬使用
量データを作成するために、国内の抗菌薬使用量や感染状況を把握し、収集したデータをフィードバックすることで感染症管理に
役立てることを目的としている。感染対策に関わる薬剤師によるオンラインデータ収集、卸業者からの販売データ等から AUD
（Antimicrobial Used Density）や DOT（Day of Therapy）を算出して情報をフィードバックしている8。しかしながら、この事業
は院内抗菌薬使用量を対象としているため、抗菌薬処方の 90%を占める外来抗菌薬使用量を把握することはできない。
　薬剤耐性菌による院内アウトブレイク対応は感染対策委員会および感染制御チーム（ICT）が中心となり行うこととなるが、中
小病院は人的資源が限られるため、ICT を設置することが困難である。そこで、AMR臨床リファレンスセンターは 2019 年 3月に
「中小病院薬剤耐性菌アウトブレイク対応ガイダンス」を作成した11。

ステークホルダーと対策の一例（日本）

ステークホルダー 対　策
厚生労働省 •サーベイランス技術や院内感染対策への資金援助

•	薬剤耐性菌と抗菌薬使用の基準と数値目標の設定9

•	アウトブレイク対応のためのガイドラインの作成
AMR臨床リファレンスセンター •	J-SIPHE（感染対策連携共通プラットフォーム）：感染症診療状況、感染対策への取組みや構造、医療

関連感染の発生状況、主要な細菌や薬剤耐性菌の発生状況及びそれらによる血流感染の発生状況、並
びに抗菌薬の使用状況等に関する情報を登録し、グラフにて可視化することが可能12。
•	中小病院薬剤耐性菌アウトブレイク対応ガイダンスの作成11

日本化学療法学会、日本感染症学
会、日本臨床微生物学会

三学会合同抗菌薬感受性サーベイランス：感染症の原因菌に対する各種抗菌薬の感受性に関するデータ
として最小発育阻止濃度（MIC）を収集している10。これまでに呼吸器感染症、尿路感染症、耳鼻咽喉
科領域感染症などを対象として調査している。

産官連携 •国立感染症研究所は民間の企業と協力して、WHONET-SatScan システムを用いた、日本全国の代表的
な病院 10 施設を対象とした評価およびバリデーション研究を行った13。

世界における問題点

　薬剤耐性菌は国境を越えて拡大することから、人材や資源が異なる国の間であっても一貫したサーベイランスを実施することが
求められる。現在のグローバルおよび各国内の AMRサーベイランスシステムは、国際協力によりかなり強化されてきた。このう
ち最大規模のシステムは、世界保健機関によって立ち上げられたグローバル AMRサーベイランスシステム（GLASS）である14。
　2015 年 10 月に設立されたGLASS は各国による薬剤耐性菌と抗菌薬消費量のデータを収集、分析、共有する方法の標準化を図っ
ている。GLASS は診断結果と疫学的データを定点把握ために National Coordination Centre（NCC）や National Reference 
Laboratory（NRL）等の施設を設立することで、各国におけるサーベイランスシステム体制の整備を行なっている14。2020 年現在、
GLASS には日本を含む 87 カ国が参加している15。
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　国際的な AMR サーベイランスは、地域レベルで大きな発展を遂げている。欧州疾病予防管理センターが European 
Antimicrobial Resistance Surveillance Network(EARS-NET) を設立し、それに続くように、The Central Asia and EasternEurope 
Surveillance of Antimicrobial Resistance（CAESAR）が16、さらにはラテンアメリカ 19 カ国のサーベイランス情報を集約してい
る The Latin American Network for Antimicrobial Resistance Surveillance(ReLAVRA) が設立されている17。
　AMRサーベイランスが発展してきたとはいえ、その体制は未だ国ごとに差が見られる。世界保健機関、国際連合食糧農業機関
及び国際獣疫事務局が監修した「AMRアクションプランに関するガイドライン」においては感染予防・感染制御対策の実施にか
かる規定が地域間で一貫しておらず18、2019 年時点で自国でのアクションプランを策定している国は 70 カ国にとどまっている19。
また、AMRサーベイランスのための予算規模は国によって異なる。例えば、米国疾病予防管理センターは 2020 年度の AMR活動
に 1億 7,000 万米ドルを配分しており、AMRサーベイランスや州、地方、国レベルでの感染症に関する機能強化などを行ってい
る20。
　一方、多くの国では AMRサーベイランスの実施を計画しているものの、そのための予算が確保されていない国も存在する。（図
1）14。

ステークホルダーと対策の一例（世界）

ステークホルダー 対　策
世界保健機関 •グローバル AMRサーベイランスシステム（GLASS）：薬剤耐性菌と抗菌薬消費量のデータを収集、分析、

共有、及び各国におけるサーベイランスシステム体制の支援をしており、現在では世界 66 カ国から
200万人以上の患者が登録された64,000以上のサーベイランスサイトのデータを集約している21。また、
世界保健機関は薬剤耐性菌による血流感染症の院内死亡率を推定値するために、GLASS のデータを用
いたプロスペクティブコホート研究のプロトールを公開している22。
•	Global Infection Prevention and Control Network：低・中所得国向けの支援として、地域および国レ
ベルのサーベイランスシステム体制の整備している23。

G20 G20 ブエノスアイレス・サミット 2018：G20 諸国の厚生大臣を対象とした、多剤耐性大腸菌によるパ
ンデミックを想定したシミュレーションへの参加。パンデミックへの迅速な対応にかかる、指導者及び
各国の能力を評価した。その結果、各国の保健システム及び経済上の課題が明らかになった24。

欧 州 疾 病 予 防 管 理 セ ン タ ー
（ECDC）

•	European Antimicrobial Resistance Surveillance Network（EARS-Net）：重篤な感染症の原因となる
薬剤耐性菌に関する EUの主要なサーベイランスシステム25。

民間企業 •	AMR Industry Alliance：公衆衛生機関や医療従事者とサーベイランスデータを共有するためのダボス
宣言を行なった26。
•	HealthMap、Center for Disease, Dynamics, Economics, and Policy：薬剤耐性菌分布状況を監視する
ための技術と資源の確保としての官民連携を行った27。
•	Surveillance Partnership to Improve Data for Action on Antimicrobial Resistance(SPIDAAR)：ファ
イザー株式会社とWellcome 財団はガーナ、ケニア、マラウイ、ウガンダの各政府と共同で、耐性パター
ンを追跡し、低・中所得国に住む患者の薬剤耐性菌影響を調査するための官民共同研究パートナーシッ
プを結んだ28。

官学連携 国立感染症研究所、帝京大学、鳥取大学、名古屋大学、ブリガム・アンド・ウィメンズ・ホスピタル大学、
ボストンWHO協力センターは、WHONET-SaTScan システムを用いた日本国内の薬剤耐性菌感染症の
自動検出に取り組んでいる13。

図 1 地域別 AMRサーベイランスとその予算の有無について14

*AFR：WHOアフリカ地域、AMR/PAHO：WHOアメリカ /全米保健機関、EMR：WHO
東地中海地域、EUR：WHOヨーロッパ地域、SEAR：WHO東南アジア地域、WPRO：西太平洋地域
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AMRアライアンスジャパンの提言

•	 薬剤耐性菌を人類に対する世界的な脅威と認識し、産官学民が連携して運用できる、持続可能性のある総合的なサーベイランス
システムの構築を政府が責任をもって主導し、適切な資金を投入すべきである。

•	 当該サーベイランスシステムの構築にあたっては、以下の点を考慮すべきである。
▶薬剤耐性菌及び抗菌薬使用の状況を詳細かつリアルタイムに把握できる情報（菌株データ、抗菌薬使用の指標等）を収集で
きること。

▶臨床現場の意見及び負担を考慮し、データを効率的に移行及び収集できる書式等が整備されていること。
▶抗菌薬を投与された患者の経過を把握できるよう、臨床、菌株データ、抗菌薬使用等の情報を連結できること。

•	 現状サーベイランスを実施していない施設の情報も重要であることから、実施のための人材確保を含めた支援体制を構築すると
ともに、外来診療に着目したサーベイランスの方策も検討すべきである。
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